
番号 事項 事業名 事業概要
令和４年度実績①

（全体数）
令和４年度実績②

（左記のうち、ひとり親家庭等数）
令和５年度実績①

（全体数）
令和５年度実績②

（左記のうち、ひとり親家庭等数）
令和６年度予定 担当

1
ひとり親家庭等就
業・自立支援セン
ター事業

ひとり親家庭等
就業・自立支援
センター事業

ひとり親家庭の母等に対する、就業相談、就職情報の提供、就業支
援講習会、無料での職業紹介等一貫した就業支援サービスを行う
事業を実施。

就業相談件数　　3,404件
新規登録者数　　572件
就職者数　　　　　304件

就業相談件数　　3,404件
新規登録者数　　572件
就職者数　　　　　304件

就業相談件数　　3,423件
新規登録者数　　566件
就職者数　　　　　270件

就業相談件数　　3,423件
新規登録者数　　566件
就職者数　　　　　270件

引き続き事業を実施し、個別に社会福祉法
人や民間企業を訪問する等により、様々な
職種の求人開拓を行うなど職業紹介機能の
充実を図り、さらなる就業実績の向上をめざ
す。

こども青少
年局こども
家庭課

2
区保健福祉セン
ターにおける就業
相談

ひとり親家庭サ
ポーター事業

ひとり親家庭の母・父等を対象に、週２回程度、区保健福祉センター
において、就業支援の専門知識をもつひとり親家庭サポーターが、
就職や自立支援に関する制度などの情報を提供するとともに、きめ
細かな就業相談を実施している。

就職者数　186人 就職者数　186人 就職者数　263人 就職者数　263人 引き続き事業を実施し、ひとり親家庭等の就
業自立に向けた継続的、計画的支援が行え
るよう相談体制の整備を図る。 こども青少

年局こども
家庭課

3

しごと情報ひろば
総合就労サポート
事業による職業
相談・職業紹介

しごと情報ひろ
ば総合就労サ
ポート事業

・市内４カ所(天下茶屋、西淀川、平野、クレオ大阪西・マザーズ)の「し
ごと情報ひろば」において、無料の職業相談・紹介事業を実施。天下
茶屋・西淀川・平野ではハローワークと一体的窓口として豊富な求人
情報を活用した就労支援を実施し、クレオ大阪西・マザーズにおいて
は相談者ニーズに応じた求人開拓を地域へ出向き行うなど、地域での
雇用の創出・確保に向けた就労支援を実施。

・「しごと情報ひろばクレオ大阪西・マザーズ」において、女性のための
無料の職業相談・紹介事業を実施。また、ニーズに応じた求人開拓に
ついて充実を図る。さらに、出張相談会や求職者が集う場所へ出向い
ての相談会の実施とともに、女性の活躍促進に向けて実施されるイベ
ントと連携し、女性の就職支援・社会進出に向けた取組を行う。

・若年者、高齢者、障がい者、ひとり親家庭の親など、「働く意欲があり
ながら、さまざまな阻害要因を抱える求職者」に対し、地域就労支援セ
ンターと一部の区役所で就労相談を実施。

相談件数  33,989件
うちクレオ大阪西・マザーズ
1,225件

就職件数  2,077件
うちクレオ大阪西・マザーズ
59件 ―

相談件数  30,903件
うちクレオ大阪西・マザーズ
1,010件

就職件数  2,209件
うちクレオ大阪西・マザーズ
63件 ―

引き続き事業を実施する。

市民局雇
用女性活
躍推進課

4
ひとり親家庭自立
支援給付金事業

ひとり親家庭自
立支援教育訓練
給付金

ひとり親家庭高
等職業訓練促進
給付金等

ひとり親家庭高
等学校卒業程度
認定試験合格支
援事業

ひとり親家庭高
等職業訓練促進
資金貸付事業

住宅支援資金

ア．自立支援教育訓練給付金
自主的に行う職業能力の開発を促進するため、就業相談を通じて指定した講座
を受講した場合に、受講終了後に費用の６割相当額（上限20万円 下限1万2千
円）を支給。専門実践教育訓練給付金は、6割相当額が修学年数に40万円を乗じ
て得た額を超える時は、修学年数に40万円を乗じて得た額（上限160万円）

イ．高等職業訓練促進給付金等
・高等職業訓練促進給付金
看護師等経済的自立に効果的な資格を取得するために６か月以上（※）修業する
場合で、就業・育児と修業との両立が困難な場合に、生活費の負担軽減のため、
修業期間の全期間（上限3年、一部上限4年）に支給する。
（①市民税非課税世帯　月額14万1千円　②市民税課税世帯　月額7万5百円（最
終学年月額11万5百円）・修了支援給付金（①市民税非課税世帯　5万円②市民
税課税世帯　2万5千円）
※令和3年度から令和5年度まで対象資格の拡充措置であったものが、令和６年
度から恒久化。

ウ．高等学校卒業程度認定試験合格支援事業
ひとり親家庭の親が、高等学校卒業程度認定試験の合格を目標とする場合にお
いて、民間事業者などが実施する対象講座を受講開始時に受講費用の３割相当
額（上限７万５千円）、修了時に受講費用の３割相当額（上限７万５千円）を支給。
また、受講修了日から起算して2年以内に高卒認定試験に全科目合格した場合
に、合格時給付金として、さらに受講費用の4割相当額（上限10万円）を支給。

エ．ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業
高等職業訓練促進給付金を活用して養成機関に在学し、就職に有利な資格の取
得をめざすひとり親家庭の親に対し、入学にかかる経費として50万円を上限に貸
付を行う。

オ．ひとり親家庭高等職業訓練促進資金（住宅支援資金）（令和４年度開始）
母子・父子自立支援プログラムの策定を受け、自立に向けて意欲的に取り組んで
いる児童扶養手当受給者に対し、住居の借り上げに必要となる資金（上限４万円
×12か月）を貸付を行う。

ア　.講座指定　101人
　　 支給　68人

イ　 支給　277人

ウ　 講座指定　　9人
　 　支給　15人

エ　 貸付件数　39件

オ　貸付件数　52件

ア　.講座指定　101人
　　 支給　68人

イ　 支給　277人

ウ　 講座指定　　9人
　 　支給　15人

エ　 貸付件数　39件

オ　貸付件数　52件

ア　講座指定　116人
　　 支給　71人

イ　 支給　283人

ウ　 講座指定　　12人
　 　支給　18人

エ　 貸付件数　27件

オ　貸付件数　52件

ア　.講座指定　116人
　　 支給　71人

イ　 支給　283人

ウ　 講座指定　　12人
　 　支給　18人

エ　 貸付件数　27件

オ　貸付件数　52件

引き続き事業を実施し、ひとり親家庭の安定
した就労のための職業能力開発の支援及
び修業期間中の安定した生活の支援を行
う。相談体制の整備を図ることにより、より効
果的な講座受講・資格取得となるよう努め
る。

こども青少
年局こども
家庭課

5
ひとり親家庭専門
学校等受験対策
事業

ひとり親家庭専
門学校等受験対
策給付金、専門
学校受験対策講

ひとり親家庭専門学校等受験対策事業（平成30年度開始）
就職に有利な資格の取得のため、養成機関への入学をめざすひと
り親で、受験対策が必要な者を対象に、早期の資格取得及び安定し
た就労へ結び付けることを目的に受験対策講座を実施するととも
に、予備校等の費用を受講終了後及び合格時に支給。

講座指定　26件
　　修了時給付　32件
　　合格時給付　23件

講座指定　26件
　　修了時給付　32件
　　合格時給付　23件

講座指定　29件
　　修了時給付　22件
　　合格時給付　17件

講座指定　29件
　　修了時給付　22件
　　合格時給付　17件

引き続き事業を実施し、ひとり親家庭の安定
した就労のための職業能力開発の支援及
び修業期間中の安定した生活の支援を行
う。 こども青少

年局こども
家庭課

6
総合評価一般競
争入札（政策提案
型）の実施

総合評価一般競
争入札（政策提
案型）の実施

本市が発注する庁舎清掃業務委託契約等を対象に、価格評価のほ
かに技術的評価及び就職困難者の雇用取組み等の公共性評価を
行う政策提案型の総合評価一般競争入札を実施し、政策課題の解
決に寄与する。

就職困難者を新規雇用すること
を評価項目として適用する政策
提案型の総合評価一般競争入
札の実施件数　10件。 ―

就職困難者を新規雇用すること
を評価項目として適用する政策
提案型の総合評価一般競争入
札の実施件数　10件。 ―

令和6年度も就職困難者の新規雇用に関す
る取組みを評価項目として適用。

契約管財
局契約課
業務委託・
物品契約
グループ

7
母子父子福祉団
体等への優先的
な事業発注

母子父子寡婦福
祉団体等への優
先的な事業発注

売店の優先許可の普及や、本市及び監理団体等からの事業委託
等、母子・父子福祉団体等に対する優先的な事業発注に努める。

売店の優先許可
　指定管理者施設　0店
地方自治法施行令第167条の2
第1項第3号による委託業務発注
１事業

売店の優先許可
　指定管理者施設　0店
地方自治法施行令第167条の2第
1項第3号による委託業務発注　１
事業

売店の優先許可
　指定管理者施設　0店
地方自治法施行令第167条の2
第1項第3号による委託業務発注
１事業

売店の優先許可
　指定管理者施設　0店
地方自治法施行令第167条の2第
1項第3号による委託業務発注　１
事業

ひとり親家庭等の就業自立を推進するため、
引き続き母子・父子福祉団体等への優先的な
事業発注を促進する。
また、母子・父子福祉団体からの役務の提供
を受ける契約において随意契約が可能である
制度を活用し、母子家庭の母、父子家庭の父
等の就業機会の創出に努める。

こども青少
年局こども
家庭課

参考資料２－１「大阪市ひとり親家庭等自立促進計画」関連施策　進捗状況
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業
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番号 事項 事業名 事業概要
令和４年度実績①

（全体数）
令和４年度実績②

（左記のうち、ひとり親家庭等数）
令和５年度実績①

（全体数）
令和５年度実績②

（左記のうち、ひとり親家庭等数）
令和６年度予定 担当

8

ひとり親家庭等の
雇用の促進及び
啓発・情報提供の
推進

ひとり親家庭の
雇用に関する啓
発・情報提供の
推進

母子家庭等就業支援関係機関が連携し、経済団体等に対し、ひとり
親家庭の母・父及び寡婦の就業促進に向け理解を深めるよう研修
会等の場を活用して啓発を行う。

10区において10回実施（うち1回
は書面開催のため啓発資料提
供）

10区において10回実施（うち1回
は書面開催のため啓発資料提
供）

７区において８回実施 ７区において８回実施 ひとり親家庭等の就業自立を推進するた
め、引き続き就業支援関係機関が連携し、
経済団体等に対し、母子家庭の母、父子家
庭の父及び寡婦の就業促進に向け理解を
深めるよう研修会等の場を活用して啓発を
行う。

こども青少
年局こども
家庭課

9
企業における女
性活躍の推進

「大阪市女性活
躍リーディングカ
ンパニー」認証
事業

「意欲のある女性が活躍し続けられる組織づくり」「仕事と生活の両
立（ワーク･ライフ･バランス）支援」「男性の育児や家事、地域活動へ
の参画支援」について積極的に推進する企業等を、市が一定の基
準に則り認証し、その企業等が社会的に認知されることでその取組
みが広く普及するよう、「大阪市女性活躍リーディングカンパニー」認
証事業を実施する。

認証　112件
チャレンジ企業認証　1件

―

認証　95件
チャレンジ企業認証　2件

―

引き続き、認証事業の周知に努め、事業を
実施する。

市民局雇
用女性活
躍推進課

10 雇用環境の整備 雇用環境の整備

子育てをする労働者の職業生活と家庭生活の両立ができる雇用環
境を整備するため国・大阪府と連携し、「テレワーク応援セミナー」や
「企業主導型保育施設活用セミナー」を開催し実際に取り組んでい
る企業の事例を紹介するなど、制度等についての周知を図る。

令和4年11月17日　テレワークセ
ミナー「先進事例に学ぶこれから
のテレワーク」を実施 ―

事業の実施なし

―

令和5年度以降については、事業実施の予
定なし。

市民局雇
用女性活
躍推進課

11
多様な働き方の
実現

大阪働き方改革
推進会議へ参画

大阪労働局、近畿経済産業局、近畿運輸局、大阪府、大阪市、堺
市、連合大阪、大阪商工会議所、金融機関等で構成する、「大阪働
き方改革推進会議」に参画し、労働環境や処遇改善、女性の活躍促
進等に向けた気運醸成など労働施策の重要課題について地域の関
係者と情報共有、意見交換を行う。

令和4年5月26日 第9回大阪働き
方改革推進会議開催（大阪合同
庁舎第2号館5階共用会議室C） ―

令和5年6月5日 第10回大阪働き
方改革推進会議開催（大阪合同
庁舎第4号館4階講堂） ―

引き続き、当該会議に参画し、働き方改革
の諸課題について情報共有、意見交換を行
う。
※令和６年５月29日　第11回大阪働き方改
革推進会議開催(大阪合同庁舎第4号館４階
講堂）

市民局雇
用女性活
躍推進課

12

保育所等の入所
時における利用
調整基準への配
慮

保育施設等の利
用調整

児童福祉法の規定に基づき保育施設等を利用する子どもについて
利用調整を行う場合においては、国通知により、ひとり親家庭を保
育の必要性が高いものとして優先的に取り扱うこととされている。
これに基づき、本市の「保育利用調整基準」においては、ひとり親家
庭で就労等により子どもを保育できない家庭が、同条件で両親のい
る家庭よりも優先的に利用できるよう配慮している。

入所児童数　のべ680,401 人

―

入所児童数　のべ695,648 人

―

引き続き、国通知に基づき実施する。

こども青少
年局幼保
企画課

13
保育所等入所枠
の計画的な確保

保育所整備

国の「新子育て安心プラン」による財政支援を活用し、保育を必要と
するすべての児童の入所枠を確保するため、民間事業者による保
育所等の整備や賃料等に係る経費の一部を補助することで整備の
促進を図る。

整備状況　　合計1,070人
・本園（新設）　10か所　750人
・本園（増改築）　3か所　12人
・認定こども園　12か所 176人
・地域型保育事業所（新規）　7か
所　132人

―

整備状況　　合計694人
・本園（新設）　7か所　431人
・本園（増改築）　2か所　34人
・認定こども園　 8か所 144人
・地域型保育事業所（新規）　4か
所　85人

―

令和6年9月実施の第２子保育料無償化等に
より増加が見込まれる保育ニーズに対応する
入所枠を確保するため、引き続き保育所等整
備を進める。
（参考）令和6年度予算　合計3,084人
・認可保育所の創設　26か所　2,384人
・認定こども園の創設　　2か所　60人
・地域型保育事業所の創設　32か所　608人
・認可保育所等の建替整備　4か所　32人

こども青少
年局幼保
企画課

延長・夜間保育
事業

保護者の就労形態の多様化等に伴う保育時間の延長に対する需
要や夜間保育に対する需要に対応するため実施し、拡充に向け取
組んでいる。

延長保育実施 445か所
夜間保育所数 5か所 ―

延長保育実施 471か所
夜間保育所数 5か所 ―

引き続き事業を実施し、拡充を図る。
(令和６年度予算：624か所）

こども青少
年局幼保
企画課

一時預かり事業

 保育所等を利用していない家庭においても、日常生活上突発的な
事情や社会参加などにより、一時的に家庭での保育が困難となる場
合がある。また、核家族化の進行や地域のつながりの希薄化などに
より、育児疲れによる保護者の心理的・身体的負担を軽減するため
の支援が必要とされている。こうした需要に対応するため、保育所
等において児童を一時的に預かることで、安心して子育てができる
環境を整備し、もって児童の福祉の向上を図る。

（令和５年３月31日現在）
71か所　のべ47,947人利用

―

（令和６年３月31日現在）
73か所　のべ51,236人利用

―

令和６年度は11施設の公募を実施し、拡充
を図る。
（令和６年度予算：85か所）

こども青少
年局保育
企画課・管
理課（子育
て支援）

病児・病後児保
育事業

保育所に通所している児童等が、病気の回復期である場合又は病
気の回復期に至らない場合であることから、保育所等での集団保育
が困難で、保護者が勤務等の都合により家庭で保育ができない時、
昼間に児童を預かる。

32か所　のべ　　10,056人利用 ひとり親家庭減免適用者　のべ
415人利用

32か所　のべ　　14,370人利用 ひとり親家庭減免適用者　のべ
598人利用

令和７年４月の新規開設をめざし、３施設を
目標に公募を実施。

こども青少
年局保育
企画課・管
理課（子育
て支援）

15
子どものショート
ステイ事業

子どものショート
ステイ事業

就学前の子どもをもつ保護者が病気や出産、仕事の都合などで一
時的に家庭での養育が困難になった時、1週間以内を原則として、
乳児院・児童養護施設で子どもを預かり、子育てを支援する事業。

実施か所数　14か所
0・1歳児　　 のべ147人利用
2歳児以上　のべ262人利用

０・１歳児　　のべ46人利用
2歳児以上　のべ83人利用

実施か所数　15か所
0・1歳児　　 のべ154人利用
2歳児以上　のべ275人利用

０・１歳児　　のべ33人利用
2歳児以上　のべ80人利用

引き続き事業を実施する。 こども青少
年局管理
課（子育て
支援）

16
幼稚園の一時預
かり事業

幼稚園等におけ
る預かり保育の
実施

保護者の就労形態の多様化や遊び場、遊び仲間の減少、安全を確
保しにくくなった地域環境によるニーズの高まりを受け、幼稚園等で
教育時間の前後及び長期休業中に預かり保育を実施。
　なお、平成27年度からの「子ども・子育て支援新制度」に伴い、市
立幼稚園を含む新制度移行園については、本市事業として「一時預
かり事業幼稚園型」を実施。

預かり保育実施園
　市立幼稚園　全園
　私立幼稚園等　108園 ―

預かり保育実施園
　市立幼稚園　全園
　私立幼稚園等　102園 ―

引き続き、幼稚園等で教育時間の前後及び
長期休業期間中に預かり保育を実施し、子
育て支援機能の充実を図る。

こども青少
年局幼保
企画課（幼
稚園運営
企画）

地域子育て支援
拠点事業一般型
（センター型）

子育てのノウハウを蓄積している保育所の機能や施設を活用し、子
育てと仕事の両立支援にとどまらず、乳幼児及びその保護者ならび
に子育てに関心のある者等を対象に、相談事業や子育てについて
の実践指導など多様な形態の子育てを支援する事業。

実施か所数　33か所
　相談件数　 13,123件
　利用人員　 53,369人

―

実施か所数　33か所
　相談件数　13,280件
　利用人員　61,469人

―

33か所で事業を実施。
こども青少
年局管理
課（子育て
支援）

地域子育て支援
拠点事業一般型
（ひろば型）

主に乳幼児をもつ親とその子どもが気軽に集い、うちとけた雰囲気
の中で語り合い、交流を図るための場を提供することにより、子育て
中の親の子育てへの精神的不安感を軽減し、児童虐待の予防も図
るとともに、子育て相談や地域の子育て関連情報を集まった親子に
提供する等の事業。

実施か所数　98か所
　相談件数　  41,873件
　利用人員　230,799人 ―

実施か所数　104か所
　相談件数　 40,683件
　利用人員　294,467人 ―

107か所で事業を実施し、拡充を図る。
こども青少
年局管理
課（子育て
支援）

18
養育支援訪問事
業

養育支援訪問事
業

産後まもない時期等にさまざまな原因で養育支援が必要な家庭に
対して、児童の健全育成と児童虐待の未然防止を図るため、助産師
等の専門職による育児に関する指導や、子ども家庭支援員による
育児相談、エンゼルサポーターによる家事支援などを行うきめ細や
かな訪問型の子育て支援を実施している。

訪問・派遣件数
ア 子ども家庭支援員　221件(637  回）
イ エンゼルサポーター179件(1,411回）
ウ 保健師及び助産師　756件（2,242回） ―

訪問・派遣件数
ア 子ども家庭支援員　210件(531回）
イ エンゼルサポーター193件(1,775回）
ウ 保健師及び助産師　686件（2642回） ―

様々な要因で養育困難になっている家庭等
に対し、専門職の定期訪問による継続支援
を行い、安心して子育てを行えるようにす
る。

こども青少
年局管理
課（母子保
健・児童支
援対策）

14

延長保育事業、
休日保育、夜間

保育、一時預かり
事業、病児・病後

児保育事業

17
地域子育て支援

拠点事業
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番号 事項 事業名 事業概要
令和４年度実績①

（全体数）
令和４年度実績②

（左記のうち、ひとり親家庭等数）
令和５年度実績①

（全体数）
令和５年度実績②

（左記のうち、ひとり親家庭等数）
令和６年度予定 担当

19
ファミリー・サポー
ト・センター事業

ファミリー・サポー
ト・センター事業

保護者が急用の場合、保護者に代わり子どもの保育所・幼稚園など
への送迎や預かりなど、臨時的・突発的な保育ニーズに応えるとと
もに、保護者の日常の育児疲れに対するリフレッシュなどにも利用
できる、市民同士が会員となって実施する子育ての相互援助活動を
支援している。

依頼会員　  3,486人
提供会員　  1,271人
両方会員　　201人
活動件数　　22,456件

依頼会員　  326人 依頼会員　  3,692人
提供会員　  1,354人
両方会員　　205人
活動件数　　23,780件

依頼会員　  349人 子育ての相互援助活動を活性化させるた
め、引き続き、会員数の増加に努める。 こども青少

年局管理
課（子育て
支援）

子育て活動支援
事業

次代を担う子どもの健やかな育成と家庭や地域の子育て力を高め
るため、在宅で子育てを行っている家庭や地域の子育て活動を支援
するとともに、乳幼児期の親子や子育て支援関係者、就学期の子ど
もたちが集い交流する機会を提供する。
平成18年7月から、各区子ども・子育てプラザにおいて事業を開始。

利用者数    424,822人

―

利用者数    591,603人

―

子育て情報の収集・提供、子育てサークル
等の育成・支援、子育て支援講座の開催、
児童の健全育成など、地域の子育て力の向
上に資する事業を引き続き実施し、安心して
子どもを生み、育てる環境作りを推進する。

こども青少
年局管理
課（子育て
支援）

区社会福祉協議
会における子育
て支援活動の充
実

各区社会福祉協議会において、地域福祉活動への支援を行うスタッ
フである「地域活動担当スタッフ」が、「子ども・子育てプラザ」スタッフ
と連携をしながら、地域住民や子育て当事者が主催する子育てサロ
ンやサークルの活動等を支援し、啓発イベントの実施や連絡会を開
くなど、地域における子育て支援活動を拡充している。

24区社会福祉協議会活動実績（人数
については、のべカウント）
・子育てサロン・サークルへの支援
　回数　800回
　支援者数　2,862人
・啓発イベント
　開催数　69回
　参加者数　6,356人
・連絡会
　開催数　157回
　参加者数　5,166人
・その他（ボランティア向け講座等）
　回数199回
　参加者数3,547人

24区社会福祉協議会活動実績（人数
については、のべカウント）
・子育てサロン・サークルへの支援
　回数７回
　支援者数140人
・啓発イベント
　開催数32回
　参加者数357人
・その他（ボランティア向け講座等）
　回数25回
　参加者数662人

24区社会福祉協議会活動実績（人数
については、のべカウント）
・子育てサロン・サークルへの支援
　回数　902回
　支援者数　3,519人
・啓発イベント
　開催数　42回
　参加者数　10,998人
・連絡会
　開催数　175回
　参加者数　2,533人
・その他（ボランティア向け講座等）
　回数175回
　参加者数4,840人

24区社会福祉協議会活動実績（人数
については、のべカウント）
・子育てサロン・サークルへの支援
　回数148回
　支援者数98人
・啓発イベント
　開催数16回
　参加者数312人
・その他（ボランティア向け講座等）
　回数33回
　参加者数2,227人

令和５年度24区社会福祉協議会活動予定
・啓発イベント
　開催数　41回
・連絡会
　開催数　155回
・その他（ボランティア向け講座等）
　回数　179回

福祉局地
域福祉課

児童いきいき放
課後事業

市内の全市立小学校において、平日の放課後・土曜日・長期休業中
などに、児童の健全な成長と発達を図るため、遊びやスポーツ、主
体的な学習などの活動を行っている。
遊びの空間と時間を確保し、学年を超えた児童集団の中で、児童自
らが主体的にいきいきとたくましく生きる力をはぐくむと共に、安心・
安全な子どもの居場所を確保し、子育てを支援する。

登録児童数　38,279人

―

登録児童数　40,330人

―

引き続き事業を実施し、児童の居場所の確
保と子育て支援を図る。

こども青少
年局青少
年課（放課
後事業）

留守家庭児童対
策事業

留守家庭児童を対象として、保護者に代わりその健全な育成を図る
ための事業実施者（学童保育所）に対して、その事業実施に要する
経費の一部を補助し、留守家庭児童の健全育成を図る。

登録児童数　3,280人

―

登録児童数　3,297人

―

引き続き、放課後における児童の健全育成
を図る。

こども青少
年局青少
年課（放課
後事業）

22
ひとり親家庭等日
常生活支援事業

ひとり親家庭等
日常生活支援事
業

ひとり親家庭等が一時的に生活援助や保育サービスを必要とする
場合等に、家庭生活支援員を派遣したり、その自宅で保育を行うひ
とり親家庭等日常生活支援事業を実施。

家庭生活支援員登録者数
　388人

派遣家庭件数
　311件

家庭生活支援員登録者数
　388人

派遣家庭件数
　311件

家庭生活支援員登録者数
　421人

派遣家庭件数
　266件

家庭生活支援員登録者数
　421人

派遣家庭件数
　266件

・引き続き事業を実施し、家庭生活支援員の
新規登録を図るとともに、制度の利用促進
のため広報周知を充実する。
・家庭生活支援員登録者の更新（５年に１
回）を実施する。

こども青少
年局こども
家庭課

23
ひとり親家庭等生
活支援事業

ひとり親家庭等
生活支援事業

ひとり親家庭の親や寡婦が直面する諸問題の解決や子どもの精神
的安定を図るため、講習会や情報交換会、ひとり親家庭の交流会
等を行うひとり親家庭等生活支援事業を各区で実施。

講習会参加者数　2,253人 講習会参加者数　2,253人 講習会参加者数　2,645人 講習会参加者数　2,645人 引き続き事業を実施し、地域の実情やひとり
親家庭のニーズに応じた支援を進める。

こども青少
年局こども
家庭課

24
母子生活支援施
設における支援
の充実

母子生活支援施
設

母子生活支援施設とは、配偶者のいない女性、またはそれに準ずる
事情にある女性とその子どもが入所し、自立に向けて生活を支援す
る児童福祉法第23条に基づく児童福祉施設である。本市では、民設
置民営の北さくら園、南さくら園、ボ・ドーム大念仏、リアン東さくらの
４カ所が運営されている。
20年度より、セラピストによる心理療法を全施設において実施し、今
後も継続していく。

引き続き４か所にて施設運営を
行い支援を行った。専門的援助
強化事業を継続して実施した。
　延入所世帯数　1,427世帯
　専門的援助強化事業実績
　　のべ 627時間

延入所世帯数　1,427世帯 引き続き４か所にて施設運営を
行い支援を行った。専門的援助
強化事業を継続して実施した。
　延入所世帯数　1,509世帯
　専門的援助強化事業実績
　　のべ600時間

延入所世帯数　1,509世帯 引き続き４か所にて施設運営を行い支援を
行う。

こども青少
年局こども
家庭課

25
市営住宅の優先
入居

ひとり親住宅の
募集等

ｱ.ひとり親住宅（5月）
　配偶者のない方とその子どものみで構成されている世帯に対して
募集を実施している。
(※平成24年度より従来の母子からひとり親へ拡充）

ィ.子育て世帯向け住宅（2月・7月・11月）
　17年度は小学校就学前、18年度からは小学校修了前、29年度か
らは高等学校修了前とされる年齢(18歳まで)の子どもを含む世帯に
対して募集を実施している。
 (※19年度より、11月募集から2月・7月定期募集に変更)
(※21年度より、11月募集にも実施）

ゥ.多子世帯に対する当選確率優遇（2月・7月定期募集）
　18歳未満の子どもが3人以上いる世帯に対し、抽選番号を２つ付
与し、当選確率の優遇を実施している。

ア 募集（公営住宅・改良住宅）225戸
　　申込　517戸（倍率　2.3倍）
　　当選　113戸
　
イ　募集
（公営住宅・改良住宅）　1,101戸
(中堅層向け住宅)　32戸

ア 募集（公営住宅・改良住宅）225戸
　　申込　517戸（倍率　2.3倍）
　　当選　113戸

ア 募集（公営住宅・改良住宅）225戸
　申込　587戸（倍率2.6倍）
　当選　121戸

イ　募集
（公営住宅・改良住宅）　1,146戸
(中堅層向け住宅)　43戸

ア 募集（公営住宅・改良住宅）225戸
　申込　587戸（倍率2.6倍）
　当選　121戸

引き続き、ア ひとり親住宅（5月）・子育て世
帯向け住宅（2・7月定期募集、11月募集）、
イ 子育て世帯等を対象とした市営すまいり
んぐ (子育て応援型）の募集、ウ 多子世帯
に対する当選確率優遇（2・7月定期募集）を
実施し、居住の安定を図っていく。 都市整備

局管理課
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青少年局
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番号 事項 事業名 事業概要
令和４年度実績①

（全体数）
令和４年度実績②

（左記のうち、ひとり親家庭等数）
令和５年度実績①

（全体数）
令和５年度実績②

（左記のうち、ひとり親家庭等数）
令和６年度予定 担当

26
民間住宅への入
居支援

セーフティネット
住宅登録制度／
大阪あんぜん・
あんしん賃貸住
宅登録制度

住宅確保要配慮者
※

の入居を受け入れることとしている民間賃貸住
宅（法に基づく「セーフティネット住宅」及び大阪府要綱に基づく「あん
しん賃貸住宅」）や当該住宅に係る仲介業務を行う協力店等の登
録・情報提供を行うものである。
　※高齢者、低額所得者、子育て世帯、障がい者、被災者等の住宅
の確保に特に配慮を要する者

本市では、大阪府と連携して設立したOsakaあんしん住まい推進協
議会において、 住宅確保要配慮者の居住支援に取り組んでおり、
本市が実施する居住支援施策の窓口等を情報提供している。
・ こどもがすこやかに生まれ育つための情報提供：こども青少年局
企画部総務課
・ 高齢者の在宅生活支援サービス：福祉局高齢者施策部高齢福祉
課
・ 障がいのある方の在宅での自立生活の支援：福祉局障がい者施
策部障がい福祉課
・ 住まいの相談（一般・専門家相談、外国語対応）：大阪市立住まい
情報センター

登録件数（令和５年３月末現在）
　セーフティネット住宅　6,843戸
　あんしん賃貸住宅　8,213戸
　　（うち、大阪市内 5,074戸）
　協力不動産店　707店
　　（うち、大阪市内 301店）

―

登録件数（令和６年３月末現在）
　セーフティネット住宅　8,825戸
　あんしん賃貸住宅　8,178戸
　　（うち、大阪市内 5,092戸）
　協力不動産店　651店
　　（うち、大阪市内 277店）

―

引き続き事業を実施する。

都市整備
局住宅政
策課（住宅
政策）

27
大阪市こどもサ
ポートネット

大阪市こどもサ
ポートネット

支援の必要なこどもや子育て世帯については、複合的な課題を抱え
ていることが多く、教育、保健、福祉分野の総合的な支援が必要で
すが、各種施策が十分に届いていないといった課題があるので、支
援の必要なこどもや世帯を学校において発見し、区役所等の適切な
支援につなぐ仕組みを構築し、区長のマネジメントにより、社会全体
でこどもと子育て世帯を総合的に支援する取組みを推進していく。

こどもサポートネット対象ケース
3,356件のうち、支援につなげること
で好転又は解決したケース948件
※アウトリーチしたケース　3,333件 ―

こどもサポートネット対象ケース
3,608件のうち、支援につなげること
で好転又は解決したケース1,268件
※アウトリーチしたケース　3,563件 ―

引き続き実施予定。
こども青少
年局企画
部企画課
（こどもの
貧困対策
推進G）

28
スクールカウンセ
ラーの配置

スクールカウン
セラー事業

いじめ、不登校問題の解決を図るため、市立中学校に臨床心理士
等をスクールカウンセラーとして週1日配置し、地域内の児童や保護
者へのカウンセリング及び教職員への助言を行う。
相談は予約による面談とし、開設時間は10時から16時45分とする。

相談件数　  9,113件
相談回数　45,217件

―

相談件数　   8,201件
相談回数 　49,554 回

―

引き続き、いじめ、不登校問題の解決を図る
ため事業を実施する。 こども青少

年局中央
こども相談
センター

29
メンタルフレンド訪
問援助事業

メンタルフレンド
訪問援助事業

ひきこもり、不登校等児童に対し、児童の兄または姉に相当する大
学生等をメンタルフレンドとして、定期的に派遣することによって、児
童の孤立状態を緩和し、自主性や社会性の伸長を援助する。

（実施なし）

―

（実施なし）

―

ひきこもり、不登校児の相談援助活動を継続的
に実施するため、事業を実施する予定だった
が、新型コロナウイルス感染症拡大により令和
２年度から活動休止中である。令和６年度は実
施方法を見直し再開予定。

こども青少
年局中央
こども相談
センター

30
不登校児童等に
対する通所事業

不登校児童通所
事業
（教育相談事業）

不登校など悩みを抱える小中学生やその保護者等を対象とする相
談活動を行い、学校や専門機関などと連携しながら、悩みを解決で
きるよう支援する。
また、不登校状態にあるこども（主として中学生）を対象として、安心
して過ごすことのできる通所を設け、様々な活動プログラム提供や
仲間づくりを通して、再登校など社会参加を支援する。

通所登録者数　　      140名
　〃　延参加者数　  3,606名

市内12ヶ所で14通所ルームを開
設

―

通所登録者数　　     121名
　〃　延参加者数　 3,279名

市内12ヶ所で14通所ルームを開
設

―

不登校児童の社会的自立を支援するため、
引き続き事業を実施する。

こども青少
年局中央
こども相談
センター

31
児童虐待防止の
取組の推進

児童虐待対策の
推進

・各区に要保護児童対策地域協議会を設置し、構成機関・団体の情
報交換を活発化し、連携を強化するとともに、地域レベルのネット
ワークを構築し、児童虐待の予防、早期発見、早期対応、アフターケ
アに取り組んでいる。
・こども相談センターにおいては、児童虐待ホットラインを設置し、虐
待通告調査員や児童虐待対応協力員を配置するなど、「24時間・
365日相談通告体制の強化を図っている。
・カウンセリング強化事業
児童虐待の増加に伴い、親子分離にいたる家族も増加している。こ
のような保護者や子に対して、精神科医や心理職員等により、グ
ループカウンセリングや個別カウンセリングを行い、虐待の防止や
家族の再統合の促進を図る。
・虐待防止に向けた啓発・広報を行うための虐待防止キャンペーン
や研究集会を実施。
・医療的機能強化事業
児童相談所では対応しきれない医学的判断・治療が必要となるケー
スについて迅速かつ適切に対応するため、鑑定医及び協力病院と
の連携により、医学的知見の観点からの判断や専門的技術的助言
を得ることができる体制を整備。
・スーパーバイズ・権利擁護機能強化事業
面接体制の整備のため、性被害等の事実確認面接及び性加害児
に対しての治療プログラムについてのスーパーバイズを実施。
・夜間における安全確認に迅速に対応するためこども相談センター
職員の宿直体制の実施。

・カウンセリング強化事業
　グループカウンセリング　のべ28件
　個別カウンセリング　延べ　413件
　グループカウンセリング　２グループ

・医療的機能強化事業
　協力病院　５病院

・スーパーバイズ・権利擁護機能強化
事業
　事実確認面接実施回数　61回
　スーパーバイズ（性加害）の実施回
数  5回
　性加害の治療グループ
　　のべ 73人

・各区要保護児童対策地域協議会を
開催
　代表者会議　　年１回以上
　実務者会議　　月１回以上
  個別ケース検討会議　　随時

―

・カウンセリング強化事業
　グループカウンセリング　のべ21件
　個別カウンセリング　延べ　361件
　グループカウンセリング　１グループ

・医療的機能強化事業
　協力病院　５病院

・スーパーバイズ・権利擁護機能強化
事業
　事実確認面接実施回数　68回
　スーパーバイズ（性加害）の実施回
数  5回
　性加害の治療グループ
　　のべ 142人

・各区要保護児童対策地域協議会を
開催
　代表者会議　年１回以上  24回
　実務者会議　月１回以上  382回
  個別ケース検討会議　随時  783回

―

虐待の再発防止、早期発見、早期対応、ア
フターケア等の児童虐待防止事業の強化を
図るため、引き続き事業を実施する。

中央こども
相談セン
ター・こど
も青少年
局管理課
（児童支援
対策）

32
こどもへのさまざ
まな体験と学習機
会の提供

地域こども体験
学習事業

各地域でこども達に体験学習の機会を提供している団体を支援する
とともに、体験学習の重要性を発信することで、各地域におけるこど
もの健全育成にかかる気運の向上と活性化を図り、こども達の「生
きる力」を育む。

地域こども体験プログラム　　　　　実
施回数　51回
地域こども体験活動研修事業　　 実
施回数　52回
地域こども体験活動啓発事業      実
施回数14　回

―

「研修＋実体験プログラム」実施回数
58回
地域こども体験活動啓発事業      実
施回数　　14回 ―

令和6年度についても、「研修＋実体験」プロ
グラム32件、啓発事業１2件の実施を予定。

こども青少
年局青少
年課（放課
後事業）

33
習い事・塾代助成
事業

習い事・塾代助
成事業

子育て世帯の経済的負担を軽減するとともに、こどもたちの学力や
学習意欲、個性や才能を伸ばす機会を提供するため、市内在住中
学生の保護者のうち、一定の所得要件に該当する者を対象として、
学習塾や家庭教師、文化・スポーツ教室などにかかる費用を、月額
１万円を上限に助成する。

交付決定者数　20,015人
参画事業者数　  3,453事業者

―

交付決定者数　3,1378人
参画事業者数　  4,029事業者

―

令和６年10月利用分より、所得制限を撤廃し、
大阪市内在住のすべての小学５年生から中学３
年生に対象を拡大。

（実施経過）
平成24年 ９月～　西成区にて試行実施（助成対
象者は就学援助制度の被認定者又は生活保護
受給者）
平成25年12月～　全市実施
平成27年10月～　一定の所得要件を設定し、市
内在住中学生の約５割へ助成対象者を拡大
令和５年４月～　助成対象者を中学生のみから
小学５年・６年生にも拡大。学習塾だけでなく習
い事でも利用できる制度であることがより伝わる
よう、「習い事・塾代助成事業」に名称を変更。

こども青少
年局青少
年課（こど
も育成事
業）

２
　
子
育
て
・
生
活
支
援
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番号 事項 事業名 事業概要
令和４年度実績①

（全体数）
令和４年度実績②

（左記のうち、ひとり親家庭等数）
令和５年度実績①

（全体数）
令和５年度実績②

（左記のうち、ひとり親家庭等数）
令和６年度予定 担当

34
広報・啓発活動の
推進

養育費にかかる
広報・啓発活動

養育費の負担は親として当然の義務であるという社会的認識が深
まるよう、母子・父子福祉団体等と連携して、養育費に関する講座の
開催など広報・啓発活動を行う。

・愛光会館にて「離婚が頭に浮かんだ
時に後悔しないお金の話～養育費・教
育費・保険・家・年金・支援制度～」を
テーマに離婚前セミナーを実施。
参加者８名
・養育費パンフレットを離婚届とともに
配付

・愛光会館にて「離婚が頭に浮かんだ時
に後悔しないお金の話～養育費・教育
費・保険・家・年金・支援制度～」をテー
マに離婚前セミナーを実施。
参加者８名
・養育費パンフレットを離婚届とともに配
付

・愛光会館にて「離婚と子どもの心」～
養育費と親子交流を考える～をテーマ
に、大阪府、堺市と合同で離婚前セミ
ナーを実施。
参加者７名
・養育費パンフレットを離婚届とともに
配付

・愛光会館にて「離婚と子どもの心」～養
育費と親子交流を考える～をテーマに、
大阪府、堺市と合同で離婚前セミナーを
実施。
参加者７名
・養育費パンフレットを離婚届とともに配
付

引き続き、養育費パンフレットを離婚届ととも
に配付することにより養育費について周知
し、養育費の重要性についての認識を高め
ていく。 こども青少

年局こども
家庭課

35
区保健福祉セン
ターでの相談・情
報提供

養育費にかかる
区保健福祉セン
ターでの相談・情
報提供・同行支援

区保健福祉センターのひとり親家庭等自立支援担当職員等に対し
て、養育費に関する研修を実施し、相談技能の向上に努めるととも
に、児童扶養手当現況届提出時など様々な機会を捉え、養育費の
取得に関する情報提供に努めるとともに各区で年2回「離婚・養育
費」に関する専門相談を実施。

・各区ひとり親家庭等自立支援担当職
員研修　１回
・「離婚・養育費」に関する専門相談
　年48回、相談件数　171人
※「離婚・養育費」に関する専門相談の
離婚済みの方の相談件数22人

・各区ひとり親家庭等自立支援担当職員
研修　１回
・「離婚・養育費」に関する専門相談
　年48回、相談件数　171人
※「離婚・養育費」に関する専門相談の
離婚済みの方の相談件数22人

・各区ひとり親家庭等自立支援担当職
員研修　１回
・「離婚・養育費」に関する専門相談
　年48回、相談件数　171人
※「離婚・養育費」に関する専門相談の
離婚済みの方の相談件数27人

・各区ひとり親家庭等自立支援担当職員
研修　１回
・「離婚・養育費」に関する専門相談
　年48回、相談件数　171人
※「離婚・養育費」に関する専門相談の
離婚済みの方の相談件数27人

引き続き、事業を実施する。

こども青少
年局こども
家庭課

36 専門相談の実施

弁護士会に委託
し、無料法律相談
（定時・随時）を実
施、ひとり親家庭
等就業・自立支援
センター事業

養育費の履行の確保においては、複雑な法律上の問題がからんで
くることが少なくないことから、弁護士による法律相談をセンター事
業の相談事業として月に2回（土曜昼・水曜夜）実施。

相談件数　90件（68名） 相談件数　90件（68名） 相談件数　96件（82名） 相談件数　96件（82名） 引き続き、事業を実施する。

こども青少
年局こども
家庭課

37
各種補助金によ
る支援

公正証書等作成
促進補助金、養
育費の保証促進
補助金

ア　公正証書等作成促進補助金
　ひとり親等（配偶者のない者で現に児童を扶養しているもの）の養
育費の取り決め内容の債務名義化を促進し、継続した履行確保を
図ることを目的として、公正証書等作成にかかる本人負担費用等を
補助する。

イ　養育費の保証促進補助金
　当事者以外に第三者（保証会社）を介し、養育費の未払いが発生
した場合に第三者が立替、督促することで養育費を確実に受け取る
ことを目的とした養育費保証契約を締結したひとり親等（配偶者のな
い者で現に児童を扶養しているもの）に対して、その保証契約費用
を補助する。

ア　補助件数　202件

イ　補助件数　3件

ア　補助件数　202件

イ　補助件数　3件

ア　補助件数　189件

イ　補助件数　3件

ア　補助件数　189件

イ　補助件数　3件

引き続き、事業を実施する。

こども青少
年局こども
家庭課

38
児童扶養手当の
支給

児童扶養手当の
支給

離婚によるひとり親世帯等、父又は母と生計を同じくしていない児童
や、父又は母が政令で定める程度の障害の状態にある場合で、18
歳に達する日以後の最初の3月31日までの児童（政令で定める程度
の障害の状態にある場合は20歳未満の児童）を監護している母、児
童を監護し、生計を同じくする父または養育者（児童と同居し、監護
し、生計を維持している人）に対して支給する。

○支給月額
（令和４年４月～）
児童１人目　　全部支給　43,160円
　　　　　　　　　一部支給　43,150～10,180円
児童２人目　　全部支給　10,190円
　　　　　　　　　一部支給　10,180～5,100円
３人目以降　　全部支給　6,110円
　　　　　　　　　一部支給　6,100～3,060円

○令和４年度末 受給者数 23,799人
　（全部15,426人　一部8,373人）

○支給月額
（令和４年４月～）
児童１人目　　全部支給　43,160円
　　　　　　　　　一部支給　43,150～10,180円
児童２人目　　全部支給　10,190円
　　　　　　　　　一部支給　10,180～5,100円
３人目以降　　全部支給　6,110円
　　　　　　　　　一部支給　6,100～3,060円

○令和４年度末 受給者数 23,799人
　（全部15,426人　一部8,373人）

○支給月額
（令和５年４月～）
児童１人目　　全部支給　44,140円
　　　　　　　　　一部支給　44,130～10,410円
児童２人目　　全部支給　10,420円
　　　　　　　　　一部支給　10,410～5,210円
３人目以降　　全部支給　6,250円
　　　　　　　　　一部支給　6,240～3,130円

○令和５年度末 受給者数 23,244人
　（全部14,959人　一部8,285人）

○支給月額
（令和５年４月～）
児童１人目　　全部支給　44,140円
　　　　　　　　　一部支給　44,130～10,410円
児童２人目　　全部支給　10,420円
　　　　　　　　　一部支給　10,410～5,210円
３人目以降　　全部支給　6,250円
　　　　　　　　　一部支給　6,240～3,130円

○令和５年度末 受給者数 23,244人
　（全部14,959人　一部8,285人）

引き続き、事業を実施する。

こども青少
年局こども
家庭課

39
母子父子寡婦福
祉資金貸付金事
業

母子父子寡婦福
祉資金の貸付

経済的自立の助成と生活意欲の助長を図り、あわせて児童等の福
祉を増進するため母子父子寡婦福祉資金の貸付を行っている。
※父子への貸付はH26.10より開始
　事業開始　事業継続　技能習得　就職支度
　修業　修学　就学支度　生活　医療介護
　転宅　住宅　結婚　の各資金

　母子福祉資金貸付件数  　173件
　父子福祉資金貸付件数　     ９件
　寡婦福祉資金貸付件数　   　３件

　母子福祉資金貸付件数  　173件
　父子福祉資金貸付件数　     ９件
　寡婦福祉資金貸付件数　   　３件

　母子福祉資金貸付件数  　177件
　父子福祉資金貸付件数　     ３件
　寡婦福祉資金貸付件数　   　１件

　母子福祉資金貸付件数  　177件
　父子福祉資金貸付件数　     ３件
　寡婦福祉資金貸付件数　   　１件

引き続き事業を実施するにあたり、関係職
員に対する研修を充実させるなど、相談窓
口の充実を図ることにより、資金の貸付が真
に自立に結びつくよう努める。 こども青少

年局こども
家庭課

40 医療費助成制度
ひとり親家庭医
療費助成制度

医療保険に加入している母子家庭及び父子家庭等で、18歳まで（18
歳に達した日以後における最初の3月31日まで）の児童とその児童
を監護する母もしくは父又は父母以外の養育者について、医療保険
の自己負担の一部及び入院時の食事療養にかかる自己負担を助
成している。（所得制限あり）

実績　　　　　　　　　　　　　　　52,137人
母または女性の養育者　　  20,147人
父または男性の養育者　     　904人
児童　　　　　　　　　　　　　  　31,086人

実績　　　　　　　　　　　　　　　52,137人
母または女性の養育者　　  20,147人
父または男性の養育者　     　904人
児童　　　　　　　　　　　　　  　31,086人

実績　　　　　　　　　　　　　 50,439人
母または女性の養育者　 20,147人
父または男性の養育者　   　904人
児童　　　　　　　　　　　　   30,074人

実績　　　　　　　　　　　　　 50,439人
母または女性の養育者　 20,147人
父または男性の養育者　   　904人
児童　　　　　　　　　　　　   30,074人

引き続き、18歳まで（18歳に達した日以後に
おける最初の3月31日まで）の児童を監護す
る母子家庭及び父子家庭等が安心して医療
を受けることができるよう生活環境の整備を
図る。

こども青少
年局こども
家庭課

41
寡婦控除等のみ
なし適用

寡婦控除等のみ
なし適用

未婚のひとり親については、税法上の寡婦（夫）控除等の対象外と
なっており、同じ所得額であっても市町村民税額に差が生じ、その結
果、保育所等の保育料額等にも差が生じることから、寡婦（夫）控除
等をみなし適用して保育料等を軽減。
　平成30年9月からは、「子ども・子育て支援法施行令」等の改正に
より、国制度として実施している。

― ― ― ―

税制改正に伴い、令和3年度以降の所得審
査からは制度終了

こども青少
年局こども
家庭課

42
自転車駐車場の
利用料金割引

自転車駐車場利
用料金の減額

ひとり親家庭等について、1世帯につき1名、自転車駐車場の定期利
用券または回数利用券を5割減額する。

令和４年度についても有料自転車駐車場条
例に基づき自転車駐車場利用料金の減額を
実施。
（なお、自転車駐車場利用料金の減額対象
の適用については、ひとり親家庭のほか障
がい者・生活保護受給者・高齢者が対象。）
令和４年４月～令和５年３月実績(全対数)
・回数利用券（販売件数）　59,160件
・定期利用券（契約件数）　315,110件

令和４年４月～令和５年３月実績
　(ひとり親家庭)
・回数利用券（販売件数）　3,601件
・定期利用券（契約件数）　12,229件

令和５年度についても有料自転車駐車場条
例に基づき自転車駐車場利用料金の減額を
実施。
（なお、自転車駐車場利用料金の減額対象
の適用については、ひとり親家庭のほか障
がい者・生活保護受給者・高齢者が対象。）
令和５年４月～令和６年３月実績(全対数)
・回数利用券（販売件数）　62,790件
・定期利用券（契約件数）　541,462件

令和５年４月～令和６年３月実績
　(ひとり親家庭)
・回数利用券（販売件数）　3,376件
・定期利用券（契約件数）　12,678件

引き続き減額を実施する。

建設局企
画部方面
調整課（自
転車対策
担当）

４
　
経
済
的
支
援

３
　
養
育
費
確
保
に
向
け
て
の
支
援
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番号 事項 事業名 事業概要
令和４年度実績①

（全体数）
令和４年度実績②

（左記のうち、ひとり親家庭等数）
令和５年度実績①

（全体数）
令和５年度実績②

（左記のうち、ひとり親家庭等数）
令和６年度予定 担当

大阪市奨学費

大阪市内に居住し、高等学校、中等教育学校の後期課程または高
等専門学校に在学する生徒で、経済的理由により修学が困難な者
（市民税非課税世帯、ただし、生活保護世帯を除く）に対し、奨学費
を支給することにより教育の機会均等を図ることを目的とする。
・第１学年に属する生徒　　年額107,000円
　（当該年度中に入学した者に限る）
・上記以外の生徒　　　　　　年額72,000円
「給付型奨学金」の対象者は、同給付金を控除した金額が支給上限
額となる。

選定者数　407名 205名 選定者数　357名 200名 引き続き事業を実施する。

教育委員
会事務局
学校運営
支援セン
ター事務
管理担当

大阪府公立高等
学校就学支援金

平成26年４月１日以降に高等学校に入学する生徒…国の費用によ
り、生徒の授業料に充てる高等学校等就学支援金を支給する。
ただし、以下の方は対象とはなりません。
・高校等を既に卒業した生徒や、全日制で3年、定時制・通信制は4
年(ただし休学や出席停止期間を除く）を超えて在学している生徒
・専攻科、別科の生徒や、科目履修生、聴講生
・「課税標準額（課税所得額）×６％－市町村民税の調整控除の額」
が304,200円以上の世帯の生徒

市立高等学校の大阪府移管に
伴い、事業終了

― ― ―

市立高等学校の大阪府移管に伴い、令和４
年度に事業終了

教育委員
会事務局
学校運営
支援セン
ター学務
担当

大阪市立高等学
校授業料不徴収

平成26年４月１日以前から引き続き高等学校等に在学する生徒…
大阪市立高等学校に係る授業料について、国の「公立高等学校に
係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する
法律」により無償にする。

市立高等学校の大阪府移管に
伴い、事業終了 ― ― ―

市立高等学校の大阪府移管に伴い、令和４
年度に事業終了

教育委員
会事務局
学校運営
支援セン
ター学務担
当

大阪市立高等学
校の授業料免除
(卒業支援)

平成29年4月1日以降に大阪市立の高等学校を修業年限内に卒業
できなかった生徒･･･卒業を支援するため授業料の免除を行う。
　ただし、以下の方は対象外。
　・「高等学校等就学支援金の支給に関する法律」に基づく就学支
援金の支給を受けている生徒
　・「課税標準額（課税所得額）×６％－市町村民税の調整控除の
額」が304,200円以上の世帯の生徒　・学び直し支援金の受給資格
を有する生徒
　・引き続く在学期間の12月以内に高等学校の全課程の修了の見
込みがない生徒

市立高等学校の大阪府移管に
伴い、事業終了

― ― ―

市立高等学校の大阪府移管に伴い、令和４
年度に事業終了

教育委員
会事務局
学校運営
支援セン
ター学務
担当

児童生徒就学援
助

市立の小・中・義務教育学校に在学する児童及び生徒の保護者に
対して、経済的な理由により就学が困難な児童生徒の就学を確保
し、教育の機会均等を保証するため、学校教材費、特別活動費（校
外活動費）、その他諸費、修学旅行費、入学準備金、学校給食費、
独立行政法人日本スポーツ振興センター共済掛金 保護者負担額
などの補助を実施。

　児童生徒数　　164,594人
　受給者数　　 　32,001人
　受給率　　　　  19.4％ ―

　児童生徒数　　163,836人
　受給者数　　 　30,471人
　受給率　　　　  18.6％ ―

引き続き事業を実施し、経済的な理由で就
学が困難な児童及び生徒の就学を確保し、
義務教育の円滑な実施に資するよう事業の
推進を図る。

教育委員
会事務局
学校運営
支援セン
ター事務管
理担当

44
区保健福祉セン
ター等における相
談・情報提供

母子・父子自立
支援員等による
相談・情報提供

各区保健福祉センターのひとり親家庭等自立支援担当係長が効果
的な相談・情報提供を行うことができるよう、資質向上に向けた研修
を実施し、窓口体制の整備に努める。
また、研修等によりひとり親家庭等福祉相談所の機能充実を図ると
ともに、ひとり親家庭等自立支援担当係長との連携を強化。

・ひとり親家庭等自立支援担当職員
　研修　１回実施
　相談件数　5,682件

・　福祉相談所員
　研修　１回実施
　相談件数 　7,018件

―

・ひとり親家庭等自立支援担当職員
　研修　１回実施
　相談件数　7,667件

・福祉相談所員
　研修　１回実施
　相談件数 　6,773件

・ひとり親家庭等自立支援担当職員
　研修　１回実施
　相談件数　7,667件

・福祉相談所員
　研修　１回実施
　相談件数 　6,773件

引き続き、ひとり親家庭等自立支援担当職
員による窓口体制の整備に努めるとともに、
ひとり親家庭等福祉相談所の機能充実を図
る。 こども青少

年局こども
家庭課

45
生活困窮者自立
相談支援事業に
よる相談支援

生活困窮者自立
相談支援事業に
よる相談支援

生活困窮者が抱える複合的な問題につき、生活困窮者からの相談
に応じ、必要な情報提供及び助言を行うとともに、生活困窮者に対
する支援の種類及び内容等を記載した計画の作成、認定生活困窮
者就労訓練事業の利用のあっせんなど、さまざまな支援を一体的か
つ計画的に行うことにより、生活困窮者の自立の促進を図る。

相談件数 13,547件 相談件数　715件 相談件数 12,527件 （集計中） 引き続き、生活困窮者への相談支援を24区
で実施する。

福祉局自
立支援課

46

母子・父子福祉セン
ター「大阪市立愛光
会館」における相
談・情報提供

母子・父子福祉セ
ンター「愛光会館」
における相談・情
報提供

母子・父子福祉センター「愛光会館」において生活相談を実施。昼間
は就労等により相談できないひとり親家庭のために、ピアカウンセリ
ングできる特性を活用し、土曜・夜間に相談を実施している。

相談件数　514件 相談件数　514件 相談件数　523件 相談件数　523件 引き続き、ひとり親家庭等に対する相談・情
報提供を実施していく。

こども青少
年局こども
家庭課

電話教育相談事
業

・ 電話教育相談
不登校やいじめ、学習・進路など教育に関わる悩みなどを電話によ
る相談を通して、こどもや保護者に助言を行う。
（開設日時）一年365日　24時間対応

相談件数　 3,908件

―

相談件数  3,681件

―

引き続き、学校園への周知を充実し、市民
ニーズを踏まえて実施する。 こども青少

年局中央
こども相談
センター

SNSを活用した
児童虐待防止相
談事業

児童虐待相談対応件数の急増や全国的に後を絶たない重大な児
童虐待事案を踏まえ、SNSを主要なコミュニケーションツールにして
いる児童や保護者が気軽に家庭での不安や子育ての悩みなどを相
談できるLINE相談を開設.。

実施期間：令和4年4月1日～令和5年3月31
日
【旧システム（独自）】
（令和４年４月～令和５年１月）
　相談対応件数　　　2,649件
　　　 　　　（うち本市分927件）

【新システム（国）】
（令和５年２月～令和５年３月）
　相談対応件数　391件
　　　 （うち本市分157件）

―

実施期間：令和5年4月1日～令
和6年3月31日
相談対応件数:3,379件（うち本市
分1,010件）

―

引き続き、大阪府・堺市と共同で、通年実施
予定。

・こども青
少年局管
理課（児童
支援対策）

48

男女共同参画セ
ンター（クレオ大
阪）における男性
相談

男女共同参画セ
ンター（クレオ大
阪）における男
性相談

仕事、子育て、夫婦関係やからだのことなど、男性が抱えるさまざま
な悩みについての「男性の悩み相談」事業を子育て館において行っ
ている。
電話、面接による相談には男性相談員が対応し、平成23年度から
は事業を拡充し、第3日曜日にも実施している。

電話相談、面接相談（事前予約制）
　　毎週金曜日　　　19時～21時
　　毎月第3日曜日　11時～17時

相談件数　338件
　面接相談　119件
　電話相談　219件

―

相談件数　328件
　面接相談　103件
　電話相談　225件

―

引き続き、相談事業の周知に努め、事業を
実施する。

市民局男
女共同参
画課

４
　
経
済
的
支
援

５
　
サ
ポ
ー
ト
体
制
の
充
実

47
こどもへの相談支

援

43
こどもの教育・就
学（修学）支援
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番号 事項 事業名 事業概要
令和４年度実績①

（全体数）
令和４年度実績②

（左記のうち、ひとり親家庭等数）
令和５年度実績①

（全体数）
令和５年度実績②

（左記のうち、ひとり親家庭等数）
令和６年度予定 担当

49
女性総合相談セ
ンターにおける相
談

大阪女性総合相
談センター
における相談

女性の抱えるさまざまな日常的な不安や悩みに対応。「総合相談受
付」にて個別のお困りごとをお聞きし、個別のニーズに応じた適切な
情報を提供したり、抱える悩みに応じた相談におつなぎする。それぞ
れの相談では専門家（弁護士、心理カウンセラー・キャリアコンサル
タント・保健師など）が担当する。

相談件数　13,642件
　面接相談　705件
　電話相談　12,421件
　メール相談　516件

―

相談件数　12,476件
　面接相談　753件
　電話相談　11,277件
　メール相談　446件

―

引き続き、相談事業の周知に努め、事業を
実施する。

市民局男
女共同参
画課

50
大阪市配偶者暴
力相談支援セン
ターにおける相談

大阪市配偶者暴
力相談支援セン
ター

・ＤＶ被害者に関する各般の問題について相談に応じ、関係機関を
紹介する。（平成23年度から実施）

・被害者の緊急時における安全の確保にかかる情報提供
・保護命令制度の利用についての情報の提供、助言、その他の援
助
・被害者が自立して生活することを促進するため、諸制度の利用等
について情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助、
支援

相談件数　1,110件
　電話相談　735件
　面談相談　146件
　メール相談　229件

―

相談件数1,115件
　電話相談　772件
　面談相談　132件
　メール相談　211件

―

引き続き、相談事業の周知に努め、事業を
実施する。

市民局男
女共同参
画課

51
人権相談機能の
充実

人権相談窓口

・多様な人権問題に対応するため、各区役所での人権相談および
大阪市人権啓発・相談センターにおける休日や夜間にも対応できる
専門相談員による人権相談を実施。
・人権侵害に対する救済につながるよう専門機関や弁護士等との連
携を図る。

・区役所での人権相談件数　30
件
・専門相談員による人権相談を
実施。
　課題別相談件数　のべ2,210件 －

・区役所での人権相談件数　48
件
・専門相談員による人権相談を
実施。
　課題別相談件数　のべ1,597件 －

引き続き、区役所において人権相談を円滑に
実施するため、人権相談ネットワーク機能の
充実を図る。また、人権啓発・相談センターに
おいても引き続き専門相談員による人権相談
を実施する。
平日昼間だけでなく日、祝日、平日夜間にお
いても対応し、区役所等で出張相談を実施す
るとともに専門機関や弁護士等と連携を図
る。さらに、相談者のニーズに対応するため、
開庁時間を気にせず利用できるメール相談を
実施。

市民局人
権啓発・相
談センター

52
ひとり親家庭等関
係機関の連携

地域におけるひ
とり親家庭等
自立支援ネット
ワークの構築

ひとり親家庭の就業・自立支援に関わる関係機関、団体等を構成メ
ンバーとする「ひとり親家庭等支援部会」を区で設置、運営する。
また、「こども・子育て支援会議」の設置する「こども・子育て支援会
議ひとり親家庭等自立支援部会」において、各区からの課題を取り
まとめ、効果的な支援策や支援体制のあり方を検討。

こども・子育て支援会議ひとり親
家庭等自立支援部会
　１回開催

―

こども・子育て支援会議ひとり親
家庭等自立支援部会
　１回開催

―

引き続き、ひとり親家庭等支援にかかる関
係機関の連携を強化する。

こども青少
年局こども
家庭課

53
地域のネットワー
クの構築

地域におけるひ
とり親家庭等
自立支援ネット
ワークの構築

ひとり親家庭や、児童虐待のおそれがある家庭など特に支援を必要
とする家庭のニーズ発見・見守り・支援につなぐサポート体制の構築
を目指し、地域支援調整チーム実務者会議の専門部会として、区レ
ベルの関係機関・団体等が参加し、情報交換、連絡調整等を行う
「ひとり親家庭等支援部会」を区で設置、運営。
また、地域ネットワーク委員会の構成員にひとり親家庭の関係機関・
団体を加え、地域レベルでの取り組みを行っている。

区において計14回開催

―

区において計14回開催

―

引き続き、地域支援システム等への当事者
参画を図る。

・こども青
少年局こ
ども家庭
課

54

母子生活支援施
設における地域
連携及び相談支
援
（24再掲）

母子生活支援施
設

母子生活支援施設とは、配偶者のいない女性、またはそれに準ずる
事情にある女性とその子どもが入所し、自立に向けて生活を支援す
る児童福祉法第23条に基づく児童福祉施設である。本市では、民設
置民営の北さくら園、南さくら園、ボ・ドーム大念仏、リアン東さくらの
４カ所が運営されている。
20年度より、セラピストによる心理療法を全施設において実施し、今
後も継続していく。

引き続き４か所にて施設運営を
行い支援を行った。専門的援助
強化事業を継続して実施した。
　延入所世帯数　1,427世帯
　専門的援助強化事業実績
　　のべ 627時間

延入所世帯数　1,427世帯 引き続き４か所にて施設運営を
行い支援を行った。専門的援助
強化事業を継続して実施した。
　延入所世帯数　1,509世帯
　専門的援助強化事業実績
　　のべ600時間

延入所世帯数　1,509世帯 引き続き４か所にて施設運営を行い支援を
行う。

こども青少
年局こども
家庭課

55
こども支援ネット
ワーク事業

こども支援ネット
ワーク事業

地域におけるこどもの貧困などの課題解決のための取組の活性化
と、社会全体でこどもを育む機運の醸成を図るため、地域でこどもの
貧困などの課題解決に取り組む団体や、企業、社会福祉施設等が
参加するネットワークを構築します。

大阪市が把握しているこどもの
居場所348か所のうち、ネット
ワークに登録しているこどもの居
場所
　343か所

―

大阪市が把握しているこどもの
居場所488か所のうち、ネット
ワークに登録しているこどもの居
場所
　425か所

―

引き続き実施予定。
こども青少
年局企画
部企画課
（こどもの
貧困対策
推進G）

56
当事者活動への
支援

当事者活動への
支援

ひとり親家庭同士の支えあいの交流を深める活動を行っている当事
者団体やグループ等の活動を支援。

１団体　３事業 １団体　３事業 １団体　３事業 １団体　３事業 引き続き支援を行い、ひとり親家庭の親子
の心の安定や自立・社会参加を促す。 こども青少

年局こども
家庭課

57

地域団体や企
業、ＮＰＯ法人な
ど民間団体との
連携

ひとり親家庭等
の自立支援に関
する連携協定

多様化しているひとり親家庭の状況に対応するため、民間のノウハ
ウを活用することで、従来の行政による支援に加え、より幅広い層
への周知等が可能となり、ひとり親家庭等の自立支援の取組を推進
し、また、社会全体でひとり親を支えていく機運が高まるよう、地域
団体や企業、ＮＰＯ法人など民間団体等（以下「パートナー」という。）
と連携する取組みを進めていく。

令和４年度末時点　７団体と締結 令和４年度末時点　７団体と締結 令和５年度末時点　７団体と締結
※１団体と協定解消、１団体とあ
らたに協定締結

令和５年度末時点　７団体と締結
※１団体と協定解消、１団体とあ
らたに協定締結

引き続き、事業者を募り、審査・選定してい
く。

こども青少
年局こども
家庭課

58
人権啓発等の取
組

ひとり親家庭等
に対する人権啓
発等の取組み

ひとり親家庭であることで、その親や子の人権が侵害されることがな
いよう、人権教育・啓発の取組みを推進。

ひとり親相談所員研修　1回 ひとり親相談所員研修　1回 ひとり親相談所員研修　1回 ひとり親相談所員研修　1回 引き続き、ひとり親家庭であることで、その
親や子の人権が侵害されることがないよう、
人権教育・啓発の取組みを推進していく。 こども青少

年局こども
家庭課

５
　
サ
ポ
ー
ト
体
制
の
充
実
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